
   

 
 

調査計画 

 

１ 調査の名称（□特定一般統計調査 ■その他の一般統計調査） 

21世紀出生児縦断調査（成年者の生活に関する継続調査）【平成13年出生児】 

 

２ 調査の目的 

本調査は、21世紀の初年に出生した調査対象者の結婚、出産、就業等の生活実態及びこどもの頃からの経

年変化の状況を継続的に観察することにより、国民生活に関する国の諸施策の企画立案、実施等のための基

礎資料を得るとともに、21世紀成年者縦断調査（平成24年成年者）を活用した世代間の比較分析等について

も行うことを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

   本邦 

 

（２）属性的範囲（■個人 □世帯 □事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

平成13年（2001年）１月10日から同月17日の間及び７月10日から同月17日の間に出生した者（注） 

（注）平成31年調査（第19回）以降は、平成30年調査（第18回）の対象者を調査対象とする。 

なお、平成14年調査（第２回）から平成15年調査（第３回）までは、平成13年調査（第１回）において報告の得られ

なかった者を除外し、平成16年調査（第４回）から平成30年調査（第18回）までは、当該調査年の前回及び前々回にお

いて、連続で報告が得られなかった者を除外している。 

令和８年調査（第25回）以降は、当該調査回の実施期間に国外に在住する者を除き、この調査対象者は以降の調査にお

いても除外するものとする。   

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

約30,000人（注） 

(注) 令和７年調査（第24回）の調査依頼発送数から算出した概数である。 

（２）報告者の選定方法（■全数 □無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

人口動態調査出生票を母集団名簿とし、全数選定する。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 



   

 
 

（１）報告を求める事項 

【家族に関する事項】 

配偶者の状況 

婚姻関係の変化 

こどもの状況 

同居や生計からみた家族の状況 

住居の種類 

【就業に関する事項】 

仕事の有無 

就業形態（複数の仕事の有無） 

企業規模・官公庁 

職業 

１週間の勤務日数・就業時間 

仕事の満足度 

進学・就職等の現在の状況 

【日常生活に関する事項】 

体の健康状態 

自発的な学習活動 

最終学歴 

【経済状況に関する事項】 

所得額（所得の種類） 

支出額 

金融資産額（金融資産の種類） 

金融資産以外の資産の種類 

借入金（借入金の目的） 

暮らしの状況 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

・補問1-1「配偶者の出生年月」は、次回（令和９年調査（第26回））以降に前回以前の配偶者と同

じか、別人かを判別して、問２の婚姻関係の変化についての回答に誤りがないか（この１年間の

出来事ではなく、過去にあった出来事に○をつけていないか）を確認するために蓄積する情報で

あり、集計は行わない。 

・補問3-1「こどもの出生年月」は、こどもの人数を把握するだけでは、何らかの理由で増減があ



   

 
 

ったのか、記入漏れや誤記なのか確認できないことから、次回（令和９年調査（第26回））以降

に前回以前のこどもと同じか、別人かを判別するために蓄積する情報であり、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年11月の第一水曜日 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

厚生労働省－報告者 

 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

調査票の配布及び回収は郵送により行う。 

なお、調査票の回収は、政府統計共同利用システムを利用したオンライン回答も可能とする。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：      年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

毎年10月下旬頃 ～11月の第三火曜日 

 

８ 集計事項  

 第25回21世紀出生児縦断調査（成年者の生活に関する継続調査）【平成13年出生児】結果表一覧のとお

り 

※連絡用はがき（転居等の状況を把握するもの）に記載された情報を基に市区町村コードを付与し、市郡

別の集計を行う。 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 



   

 
 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 

（３）公表の期日 

e-Statへの掲載については、調査実施翌年の11月下旬※、印刷物（以下「報告書」という。）の刊行に

ついては、調査実施翌々年の３月に行う。報告書には、調査結果（８の集計事項。以下同じ。）の一部を

掲載し、報告書に掲載していない調査結果はe-Statに掲載していることを案内する。 

※e-Statには調査結果を掲載し、厚生労働省ホームページには調査結果の概況とe-Statへのリンク先を掲

載する。 

 

10 使用する統計基準等 

■使用する→□日本標準産業分類 ■日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  

本調査では、集計結果の職業別の表示において、日本標準職業分類の大分類をもとにした分類を使用する。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

ａ）記入済み調査票 

保存期間     政策統括官で取得した日の属する年度の翌年度の始期から１年 

保存責任者    厚生労働省世帯統計官 

 

ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 

保存期間     永年 

 保存責任者    厚生労働省参事官（企画調整担当）及び文部科学省総合教育政策局参事官（調査企画担

当） 

（第１回から第15回まで、第25回以降の調査票情報（原本）は厚生労働省、第16回か

ら第24回までの調査票情報（原本）は文部科学省で保管し、第16回から第24回までの

調査票情報（写し）は文部科学省からの提供を受け、厚生労働省においても保管） 

 



【１家族の状況】
第１表 被調査者数・構成割合，性、市郡、生計を共にしている同居者の構成別

第２表 被調査者数・構成割合，性、市郡、配偶者の有無、同居している期間別

第３表 被調査者数・構成割合，性、市郡、住居の種類別

【２就業状況】
第４表 被調査者数・構成割合，性、仕事の有無・配偶者の仕事の有無、就業状況・配偶者の就業状況別

第５表 被調査者数・構成割合，性、複数の仕事の有無・配偶者の複数の仕事の有無別

第６表 被調査者数・構成割合，性、主たる仕事の就業形態・配偶者の主たる仕事の就業形態別

第７表 被調査者数・構成割合，性、主たる勤め先の従業者規模・配偶者の主たる勤め先の従業者規模別

第８表 被調査者数・構成割合，性、主たる職業・配偶者の主たる職業別

第９表 被調査者数・構成割合，性、市郡、１週間の就業時間階級別

第10表 被調査者数・構成割合，性、市郡、現在の働き方の満足度別

第11表 被調査者数・構成割合，性、仕事の有無・配偶者の仕事の有無、主たる仕事の就業状況の変化・配偶
者の主たる仕事の就業状況の変化別

第12表 被調査者数・構成割合，性、市郡、仕事についていない現在の主な状況別

【３日常生活】
第13表 被調査者数・構成割合，性、市郡、最近の健康状態別

第14表 被調査者数・構成割合，性、市郡、自らの学習状況（複数回答）別

第15表 被調査者数・構成割合，性、最終学歴・配偶者の最終学歴別

【４経済状況】
第16表 被調査者数・構成割合，性、所得の種類・配偶者の所得の種類、所得額階級・配偶者の所得額階級別

第17表 被調査者数・構成割合，性、その他の所得の種類（複数回答）・配偶者のその他の所得の種類（複数
回答）別

第18表 被調査者数・構成割合，性、支出額階級別

第19表 被調査者数・構成割合，性、金融資産額階級・配偶者の金融資産額階級別

第20表 被調査者数・構成割合，性、金融資産の種類（複数回答）・配偶者の金融資産の種類（複数回答）別

第21表 被調査者数・構成割合，性、金融資産以外の資産の種類（複数回答）・配偶者の金融資産以外の資産
の種類（複数回答）別

第22表 被調査者数・構成割合，性、借入金額の階級・配偶者の借入金額の階級別

第23表 被調査者数・構成割合，性、借入金の目的（複数回答）・配偶者の借入金の目的（複数回答）別

第24表 被調査者数・構成割合，性、市郡、暮らしの状況別

21世紀出生児縦断調査（成年者の生活に関する継続調査）【平成13年出生児】

結果表一覧


